様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	[bookmark: _GoBack]認定申請書

申請年月日 ２０２４年　２月１７日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな） かみきたけんせつ 
一般事業主の氏名又は名称 上北建設株式会社 
　　（ふりがな） たしま かずし    
（法人の場合）代表者の氏名 代表取締役社長　田島　一史　印  
住　　所　〒034-0037　青森県十和田市穂並町2番62号
法人番号　1420001010987　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	「上北建設(株)ＤＸ戦略」

	公表日
	2023 年  7 月 24 日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	公表方法：会社ＨＰにて公表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
公表場所：HPトップページ･中段バナー「ＤＸ推進に関す　る取組みについて」http://kamikita.co.jp/wp-content/uploads/2023/12/fed144d9015904f0c43db12dedd04470.pdf
記載箇所：「上北建設(株)ＤＸ戦略、1.ＤＸ推進の背景(P2)、2.企業経営の方向性(P3)、3.情報処理技術活用の方向性(P3)、4.経営理念(P4)、5.ビジョン(P4)、6.戦略目標(P5)」より抜粋

	記載内容抜粋
	当社を取り巻く外部環境は、「大型土木案件の減少」「建築脱炭素建材シフト」「慢性的な労働力・人材不足」「ＢＩＭ・ＣＩＭ等のデジタルシフト」等々、厳しい現状、課題が山積となっている。建設業界におけるデジタル技術は、建設プロセスの自動化や効率化、デザインや計画の改善、施工管理の効率化などに関して、大きな影響を与えている。
地方という特殊な環境下で、デジタル技術を効果的に活用する為には、地域のニーズや文化、環境に合わせたサービスを提供する事が不可欠。地域密着型のビジネスモデルを作り上げる事で、競争力を高める事ができると考えている。
【経営理念】人からありがとうと言われる仕事をし人にありがとうと言える人材を育てる　
【ビジョン(目的)】かみきたを拠り所とし、地域と共に人を育て技術を磨く
【戦略目標（技術･人材･地域をテーマに）】　
戦略目標①社内データの共有で重複作業を減少 
戦略目標②ＩＣＴ及びＢＩＭ等の内製化を実現 
戦略目標③技術力を活かした産学官連携研究・製品開発などを創出 
戦略目標④技術を支える人材確保 
戦略目標⑤職員育成プログラムの作成 
戦略目標⑥ＳＮＳ･ＨＰ強化で広く企業の魅力や取組みを発信

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	　ＤＸ推進委員会で作成･決定された事項は、2023年7月19日に実施した「取締役会」で承認された。その内容を「上北建設(株)ＤＸ戦略」として、当社ホームページで公開した。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	「上北建設(株)ＤＸ戦略」

	公表日
	2023 年  7 月 24 日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	公表方法：会社ＨＰにて公表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
公表場所：HPトップページ･中段バナー「ＤＸ推進に関する取組みについて」http://kamikita.co.jp/wp-content/uploads/2023/12/fed144d9015904f0c43db12dedd04470.pdf
記載箇所：「上北建設(株)ＤＸ戦略、6.戦略目標(P5)、6-1.戦略目標『技術』に関するアクションプラン(P6)、7.ＤＸイメージ図(P7)、8.ＤＸ推進体制(P8)、9.データ･デジタル技術を活用するための環境整備(P9)」より抜粋

	記載内容抜粋
	戦略目標①社内データの共有で重複作業を減少 
戦略目標②ＩＣＴ及びＢＩＭ等の内製化を実現 
戦略目標③技術力を活かした産学官連携研究・製品開発などを創出 
戦略目標④技術を支える人材確保 
戦略目標⑤職員育成プログラムの作成 
戦略目標⑥ＳＮＳ･ＨＰ強化で広く企業の魅力や取組みを発信
上記の戦略目標①、②、⑤、⑥がデジタル技術を用いたデータ活用に該当する。特に戦略目標「②ＩＣＴ施工及びＢＩＭ技術の内製化」のデータ･デジタル技術活用に対応するため、ソフト面とハード面の環境整備を実施。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	ＤＸ推進委員会で作成･決定された事項は、2023年7月19日に実施した「取締役会」で承認された。その内容を「上北建設(株)ＤＸ戦略」として、当社ホームページで公開した。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	記載箇所：「上北建設(株)ＤＸ戦略、6-1.戦略目標『技術』に関するアクションプラン(P6)、7.ＤＸイメージ図(P7)、8.ＤＸ推進体制(P8)」より抜粋

	記載内容抜粋
	　代表取締役社長を実務執行統括責任者とし、ＤＸ推進委員は、取締役員・各部門長及び各戦略目標毎に部門横断で結成されたチームのリーダー等で構成。ＤＸ推進委員会は毎週1回開催。また、月に１度は外部のＤＸ推進アドバイザー（コンサルタント）を招いて会議を開催し、助言や推進状況などについての報告･相談を行いながら取り組みを行う体制である。
　デジタル人材の育成･確保は、情報処理技術等を担う専属スタッフの「募集･確保･育成」について、年次計画立案のもと継続的に推進する。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	「上北建設(株)ＤＸ戦略、9.データ･デジタル技術を活用するための環境整備(P9)」

	記載内容抜粋
	　ＩＣＴ施工やＢＩＭ等のデータ・デジタル技術対応に向けた環境整備として、以下について取り組む。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
1)ソフト面ではＩＣＴ施工やＢＩＭ／ＣＩＭへ自社対応する為、専門チームと専属者を配置･育成し内製化を図る　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2)ハード面では最新技術による測量器械関係や施工システム機械などを予算計上　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
3)前述ハード面に掛かる費用の内、約1,250万円はものづくり補助金を活用(令和5年10月30日付、DX枠にて交付決定済～15次締切)



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	「上北建設(株)ＤＸ戦略」

	公表日
	2023 年 12 月 4 日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	公表方法：会社ＨＰにて公表
公表場所：HPトップページ･中段バナー「ＤＸ推進に関する取組みについて」http://kamikita.co.jp/wp-content/uploads/2023/12/fed144d9015904f0c43db12dedd04470.pdf
記載箇所：「上北建設(株)ＤＸ戦略、6-1.戦略目標『技術』に関するアクションプラン(P6)・②ＩＣＴ及びＢＩＭ技術の内製化を実現」の表下「プロセスKPI」「ゴールKGI」による

	記載内容抜粋
	　戦略目標「②ＩＣＴ及びＢＩＭ等の内製化を実現」を推進する為、土木部・建築部の人員により構成される推進チームを組織。ハード面・ソフト面を含めた行動計画を作成し定期的なチーム会議を行いながら実施。
戦略目標「②ＩＣＴ及びＢＩＭ等の内製化を実現」における、達成度を測る指標　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【プロセスKPI】ＢＩＭ等の内製化は、操作対応技術者を毎年1名ずつ育成。ＩＣＴの内製化は、ＩＣＴ関連外注委託費(ドローン測量除く)を2年目から毎年25%の削減。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【ゴールKGI】ＢＩＭ等の内製化は、操作対応技術者を5年目で5名育成。ＩＣＴの内製化は、ＩＣＴ関連外注委託費(ドローン測量除く)を6年目で0%にする。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2023 年 12 月 4 日

	発信方法
	発信方法：会社ＨＰにて公表
公表場所：HPトップページ･中段バナー「ＤＸ推進に関する取組みについて」http://kamikita.co.jp/wp-content/uploads/2023/12/fed144d9015904f0c43db12dedd04470.pdf
記載箇所：「上北建設(株)ＤＸ戦略、10.実務執行統括責任者による効果的な戦略の推進等を図る為に必要な情報発信(P10)」より抜粋

	発信内容
	　2023年11月30日付けで、実務執行統括責任者（代表取締役社長）より、以下の情報内容を発信した。
2022年10月より、既存のビジネスモデルを根本から見直すため社内のＤＸ戦略に着手し、取組み計画や体制などの準備作業を実施。今年6月には、当社にとって急務と考える課題を分析抽出し、６つの戦略目標を定め、全社員へ周知を行い「ＤＸ推進キックオフ宣言」を実施。中でも、データ･デジタル技術を活用した「ＩＣＴ施工やＢＩＭ/ＣＩＭ技術」については、人材確保・育成教育・補助金による機材購入など、戦略計画に沿って順調に遂行している状況です。また、その他の戦略目標についても、各部署の担当者から構成されるチームメンバーにより、実施に向けたアクションプランや具体的な細部にわたった改善手段等、運用に向けての準備を進めております。経済産業省ＤＸレポート2では「ＤＸの推進に向けては、経営層、事業部門、ＩＴ 部門が対話を通じて同じ視点を共有し、協働してビジネス変革に向けたコンセプトを描いていく必要がある」と述べられており、この点を特に留意し、ＤＸを推進しております。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2023 年 6 月頃　～　2023 年 8 月頃

	実施内容
	ＩＰＡ自己診断結果入力サイトより提出、課題把握を実施。（2023年7月26日提出）



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	策定：2023 年 9 月頃　～　2023 年 11 月頃
実施：2023 年 11 月頃　～　継続実施中

	実施内容
	　中小企業の情報セキュリティ対策ガイドライン等に基づき、対策を講じた上で「SECURTY ACTION」制度に基づき、二つ星の自己宣言を行っている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　自己宣言ID番号：40102637245



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

